
1. はじめに

2 1世紀は知的財産の時代と言われていますが、我々

が携わる橋などの公共構造物の建設事業では、元々特許

の活用が非常に低かったように思われます。その理由と

して、公共構造物は基本的に公的機関の示方書による発

注となるために、民間企業に作業外注する際には単に安

値で落とす価格競争入札方式が採用されるからです。そ

こには、民間のノウハウを期待した製品競争による購入

は原則として存在しません。特に、民間の一社独占につ

ながる特許権絡みの発注はむしろ敬遠されるのです。つ

まり、建設事業はこれまで護送船団方式が通用する分野

で、特許権などを背景に突出した行動や主張は疎まれ、

無視されることが多かったと言えます。

ところが、9 0年代半ばを過ぎるころから公的機関の

示方書方式の公共事業は「高すぎる」という批判が高ま

り、民間のノウハウを積極的に導入する動きが出てきま

した。その象徴が性能照査型の発注方式で、これによっ

て知的財産権に対する関心が著しく高まりました。また、

この背景には、政府が知財立国化を推進し、国際的競争

力と経済活動の活性化を高揚させる施策を取ったことも

大きく影響しているようです。

さらに、2 1世紀は従来の箱物づくりの時代からメン

テナンスの時代へ移行していきます。長寿命化や老朽構

造物の更新事業といった標準化しにくい技術を用いる個

別性の高い工事が増え、示方書方式の発注は難しくなり、

幅広い民間の技術とオペレーションに関するノウハウの

導入が不可欠になってきます。しかも、メンテナンスは

建設と異なり、典型的な小規模分散型の事業です。建設

事業のようにプロジェクトを大企業一社に独占発注する

より、地元密着の中小企業に分散発注する方が有効にな

ります。B M Cの技術移転事業は、これまでの知的財産

権の活用とは全く逆の発想で、独占によって優位性を創

出するのではなく、後述するように技術とノウハウの共

有化によって企業間の強固な連携に基づくネットワーク

を形成することで競争力を生み出しています。

本稿では、B M Cが実施している知的財産権を核にし

た橋梁の診断事業を紹介し、これを通して、メンテナン

ス事業における知的財産権の活用方法と課題について私

見を述べたいと思います。

2. BMCとは

B M Cは、旧国鉄、（財）鉄道総合技術研究所でメンテ

ナンスの技術開発、技術基準の作成および現場指導を行

っていた専門家チームが、業務を通して蓄積してきた橋

の診断技術とノウハウを背景に、1 9 9 3年に鉄道総研か

ら独立したスピンオフベンチャーです。

独立の背景には、高度成長期に集中的に建設した橋の

老朽化が急速に進み、近い将来集中的に寿命期を迎える

ことになるという予測がありました。財源的に厳しい制

約の中で、このようなメンテナンス中心の「更新の時代」

に対応していくためには、既存の後追い的・場当たり的

なメンテナンスから、現在B M Cが主張しているような

計画的・予防保全的メンテナンスへと方針を大転換しな

ければなりません。当然ながら、そのためには既設橋の

長寿命化や計画的更新の要件となる高度かつ戦略的な技

術やノウハウが必要となりますし、これを普及させるた

めの技術支援会社が不可欠になるのです。

これまでB M Cが取り組んできた主な事業は橋の余寿

命診断や安全診断で、新幹線や高速道路など多数実績が

あります。一方、自らこういった業務を請負うほか、橋
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の診断事業に参入しようとする企業に対するコンサルテ

ィング、さらには支援ツールとして、余寿命診断システ

ム、コンクリート橋診断システムなどの各種診断システ

ム、異常検知のモニタリングセンサー、目視検査支援シ

ステムなどの業務支援システム等の開発を手がけていま

す。さらに近年特に力を入れている事業としては、中小

私鉄や自治体における橋の検査体制づくり、J R・私鉄

などを対象としたメンテナンスの業務支援や技術者教育

があります。また、最近では、長寿命化を図るためのア

セットマネジメントや環境保全に関する評価開発、仕組

み作りなどにも取り組んでいます。

いずれの事業の場合でも、B M Cのメンテナンス事業

におけるコンセプトは「橋の長寿命化」です。「診断手

法」と「対策手法」というコア技術に、「実際の橋の運

用管理で蓄積してきたノウハウ」を加えて、長寿命化に

対するソリューションという商品を提供しています。今

のところ、このような特殊な技術やノウハウは、当社以

外では一部の大学や研究機関が保有するだけで一般化さ

れていない状況にあります。

B M Cが対象とする橋は全国に満遍なく分散しており、

この市場を獲得していこうとする場合、大規模集約型ピ

ラミット組織の大企業には向かないことは明らかです。

しかし、たとえ他に比べて優位な技術を保有していたと

しても、中小企業が一社で取り組む規模でないことも確

かです。

B M Cではこの現状に対応する手段として、地元の中

小企業とは知的財産権を背景とした技術移転の形で連携

を図り、また、長寿命化のビジネス化については長寿命

化を活かす能力と体制を持った大企業とコラボレートす

ることが必要と考えています。その際、無形資産である

技術、ノウハウ、経験といったB M Cの優位性を技術特

許やビジネスモデル特許という有形資産化し、事業拡大

を図っています。特許などの知的財産権は一つの企業が

ある期間、その技術を独占するために取得することが一

般的であるように思いますが、B M Cは全く逆に、保有

技術を「公開」したり「共有化」したりするために特許

を活用しようとする事業戦略を取っています。

図－1は、B M CがJ R社に技術移転した「橋梁診断シ

ステム」を用いて橋の余寿命診断しているところです。

この場合も単なるシステムの販売ではなく、診断手法と

その結果の活用についてのノウハウも含めた技術移転を

図った例です。この種の技術移転先には、J Rや私鉄な

どの構造物の管理者以外、メンテナンス業務を受注しよ

うとする建設コンサルタント、橋梁メーカーやゼネコン

があり、現在B M Cとライセンス契約した技術移転先は

1 5社に達しています。今後は新たに道路橋を管理する

自治体への普及も視野に入れています。

3. 橋のメンテナンス事業の特徴

図－2は、現存する日本最古の鉄道橋（1 8 8 6年、左

沢線最上川橋梁）で、経年9 0年を経過してから更なる

長寿命化を図った橋です。もちろん現在もサービスレベ

ルを落とすことなく、現役で使用されています。また、

図－3は、5 0年以上前に日本の技術援助で長寿命化を図

ったチリ国鉄の鉄道橋で、現実に5 0年以上の長寿命化

図－1 橋の余寿命診断作業

図－2 1 8 8 6年製　左沢線：最上川橋梁
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高スピードなど）は国際的にあまり差がありません。し

かし、新幹線が誇る輸送事業としての収益性の高さや、

高速運転における安全性などは、世界的に突出しており、

世界中の事業者が認めるところです。これは、単なる個

別の技術というよりは日本のオペレーションノウハウで

すが、そのノウハウを権利化できないために受注側から

ノウハウの公開を容易に求められ、長年の蓄積が単に流

出するだけの結果、あるいは日本の強みを強調できずに

競争に負けてしまう結果がいくつかあるのです。特許や

実用新案ともに、自然法則を利用した技術的思想の創作

に対しては十分に保護されていますが、ノウハウに対し

ても同様の保護を受けることができる制度を期待しま

す。また、営業秘密もT R I P S協定により世界的に保護

されるようになりましたが、B M Cが進めるような開

示・共有型のノウハウは依然として保護が及ばないのが

現状です。

以上のように、知財立国を目指す日本にとって、ビジ

ネスモデル特許を積極的に推進することは、日本の強み

となるはずです。確かに、ビジネスモデルを権利化する

ことで新たな問題を起こすケースが多いことは理解でき

ますが、その問題のために生じる損失よりも、特許とし

て認められなかったときのマイナスのほうが今の日本に

とって大きい場合が多くあるような気がします。特に、

社会基盤事業における外国との競争や大企業との競争で

そのことを感じます。

（3）中小企業に対する支援体制の強化

ビジネスモデルの知財権の取得には相当苦労していま

す。ビジネスモデル特許に長けるか、それを専門とする

弁理士の方を探していますが、非常に少ないようで身近

にはいません。是非、このような弁理士さんの斡旋を可

能とし、ビジネスモデル特許を日本の戦略として取得を

促し、また、支援する組織等の整備を進める必要がある

と思われます。

また、今後ビジネスモデル特許（勿論、技術特許も）

の主な活用の場は国際市場となりましょう。国際市場で

は当然ながら国際特許を取得する必要がありますが、現

状では費用面、取得までのスキーム面において中小企業

が容易に参入できるものではありません。海外で特許を

スムーズに取得できる助成制度の確立に取り組むことも

大切ではないでしょうか。

（4）資金手当ての担保力が認められない

資金力のないベンチャー企業にとって資金手当ては企

業活動における最大のテーマと言えます。しかし、いく

ら特許をとっても、今のところ資金の調達面ではほとん

ど効果がありません。すなわち、特許を担保の一つと考

えると謳っている金融機関でも、リスクを補完する仕組

みがないために、担保になる特許は「すでに売上げが収

益に結びつき、そしてその収益分だけ評価する」という

ことを主張します。したがって現状では到底、ベンチャ

ー企業の研究開発や事業化のための資金調達には当てに

することは出来ません。また、研究開発型のベンチャー

は、技術の蓄積は出来ていても売上げになっていないた

めに、事業化までは知的財産権を「繰延資産」として計

上しています。しかし、税制上その償却方法（償却期間

の設定）が開発から事業化にいたるタイミングと合わず、

実質的には借入金の増加として見られるため、財務内容

の改善につながらないことから融資時の印象を悪くして

います。

出来れば、特許の価値を正当に評価する目利きの出来

る第三者専門機関、また、特許を証券化等によって流通

することができる市場の仕組みを、現行とは異なる研究

開発型ベンチャーに向く仕組みに早急に対応して頂ける

ことを希望します。

7. おわりに

本稿では、B M Cのメンテナンスビジネス、知的財産

権の活用の仕方、知的財産権の利点と課題について述べ

てきました。最後に、次の2点を繰り返し強調して終わ

りとします。

第1点は、公共事業に対する知的財産の利用の可能性

であり、第2点は創意工夫の戦略的活用であります。

（1）公共事業に対する知的財産権の活用

公共事業に知的財産を活用するという機運が高まりつ

つあるとはいえ、それらをベースとした競争の導入を良

しとする動きが具体化するにはまだまだ時間を要するも

のと思います。それは、これまでの「建設」を中心とし

た公共事業は、「土地」と「規制」と「地元の利益（便

利と雇用）」を要件として成り立っていました。しかし、

「メンテナンス」中心になると、このうち最も負担の大
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きかった「土地」と「規制」が不要になり、「地元の活

用」が唯一の要件となります。良くも悪くも、このよう

な背景による護送船団方式に慣れてきた事業体制を、新

しい仕組みに変えようとすると、移行の段階で多かれ少

なかれ問題や困る人が出てくるからです。そして、それ

らの問題が必要以上に強調され、結局、元の木阿弥にな

ることが多いのです。しかし、当事者のほとんどは従来

のままで良いとは思っていませんが、キッカケがないの

です。知的財産権の取得が、受注競争に有利に働くこと

になれば突破口となることは十分考えられます。

また今後、地方分権化、P F Iの推進により、小ロット

の事業が増えることが予想されます。B M Cの公開型の

知的財産活用モデルが適用可能な領域は他にあるかもし

れません。本稿が一つの契機となることを期待します。

（2）創意工夫の戦略的活用

日本には「創意工夫」が溢れています。本稿でも、技

術特許・ビジネスモデル特許に「ノウハウ」を絡めた事

業モデルを紹介しました。

我々が進めるメンテナンス技術の移転による支援事業

を全国展開に結び付けるには、単なる技術移転ではなく、

活用面でのノウハウや実施面でのサポートも欠くことの

できない要件になると思います。その意味からも技術特

許にあわせてノウハウを含めたビジネスモデルの権利化

は今後期待する大きなテーマであると考えます。メンテ

ナンスに関する技術移転ではビジネスモデルの知財化

は、事業戦略上の要件であり欠くことが出来ません。

日本が更なる技術立国となるためには、日本が得意と

する「創意工夫」の権利化を図るための教育や仕組みづ

くりなど、積極的に普及させる施策が欲しいのです。そ

のために、我々中小ベンチャーも微力ではありますが何

らかの役目を果せるものと思っています。
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